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飛島村が消滅してもよいのか

有識者で構成された日本創成会議が愛知県では新城市・南知多町・美浜町・設楽町・東栄町

・豊根村と飛島村の６地域が消滅可能性都市と発表がありました。

消滅可能性都市とは、現状で推移すると２０歳から３９歳の女性が２０４０年までに５０％

以上減少すると予想される地域のことで、その結果として自治体が消滅すると言うのです。

飛島村は他の地域と異なり名古屋市の通勤圏内にあり、財政的にも日本一と恵まれているに

もかかわらずそれに入っていると言うのです。

その消滅可能性都市に飛島も入っていることに対して、村長はどのように考えておられ、今後

どうなさるおつもりかお尋ねします。

答弁者 村長

若年層人口の増加及び定住化を促進する

日本創成会議の試算した将来推計人口によりますと、２０４０年に本村の人口は、２，９８

３人、子どもを産んだ女性の９割以上を占める２０～３９歳の若年女性人口が２２６人になり、

２０１０年に比べ、人口は３４％減、若年女性人口は５４％減になると公表されています。こ

れは、人口流出がこれまでの水準で続くものとして試算したものと聞いています。

本村としては、平成２４年度に策定した第４次飛島村総合計画において、現在の人口規模の

拡大に向けた取り組みを重点施策として位置付けていて、「定住できる地域づくり」及び「子ど

もを生み育てたくなる地域づくり」に向けた取組を進めているところです。

とりわけ、本年度特別会計を設置し、推進しています新規住宅地開発は、飛島村都市計画マ

スタープランに定める土地利用方針に基づき、周辺地域と一体となった、良好な住環境整備を

計画的に誘導するとともに、定住人口の増加を図ることを目的としています。

また、若年層人口の増加及び定住化を図るため、今年度から結婚祝金支給事業を始めたとこ

ろです。

この他にも、従前から取り組んでいます一般不妊治療費助成事業や児童養育奨励事業、平成

２４年度から１８歳まで拡大した子ども医療費支給事業などにより、結婚や出産、子育てをし

やすい環境づくりに取り組んでいるところです。

これらの取組を通じて、人口規模の拡大、とりわけ若年層人口の増加及び定住化を促進してき

たいと考えています。

少子化に備え飛島学園を３０人学級に

名古屋市では小学校の１・２年生で３０人学級を実施しているようです。

最近、学校の先生の置かれている環境が激変しており、若い先生が多く４０才以上の教員が

極端に不足しています。

少人数学級は若い先生の負担を少しでも少なくする対応策の一つです。

海部郡内でも同様な問題があり、飛島村も例外ではありません。

昨年度、飛島で生まれた子供は３１人と少なく、飛島学園入学時までに４０人以上になるか

心配です。

将来の少子化に備え、飛島学園も３０人学級を導入したらどうか。

答弁者 村長

大幅な増減が見込まれる折に検討する

来年度、平成２７年度の飛島学園、小学校１年生は、現在の住民登録人口から見ますと６歳
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児の４３名の予定となります。また、２年生は、現在の１年生４２名の予定となります。

この１、２年生を３０人学級で行ったらどうかとのことですが、愛知県の学級編成の基準に

より、本学園では、３５人学級となっていますので、１、２年の各学年ともに２学級となり、

それぞれ１学級２５人以下になる予定となります。

なお、同じく住民登録人口から見ますと、現在の５歳児・２８年度の１年生は４０名、４歳

児・２６年度の１年生は４８名の予定となります。

今後、転入・転出等で多くの増減がなければ１学級３０人を超えないことになりますので、

当面は、現行の３５人学級で、実質は３０人学級と同様の少人数学級での運営ができると思っ

ています。

今後、１年生になる児童の大幅な増減が見込まれる折には、ご質問の３０人学級について検

討したいと考えています。


